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In general, it is well known that shear strength and shear modulus of liquefied soils decrease with 

excess pore water pressure, and that after liquefaction, the shear strength and shear modulus of 

liquefied soils recover to their initial conditions before the earthquake as the excess pore water 

pressure dissipates. However, continuous investigations of changes in liquefied ground properties 

after earthquakes have shown that liquefied ground properties do not necessarily synchronize 

with the dissipation of excess pore water pressure and return to their initial pre-earthquake 

conditions under a long-term recovery trend. In this paper, the authors report the results of a 

ground investigation conducted about 6 years after the Kumamoto earthquake to investigate 

changes in ground properties and to summarize changes in liquefaction susceptibility. 

 

 

１．はじめに 

 液状化によって，地盤強度，せん断剛性，物性値の変化，

あるいは地盤変状は経時的に変化する．Fig.1 に示す様に，

液状化によって，過剰間隙水圧が発生し，地盤強度やせん

断剛性が消失し，その後，過剰間隙水圧の消散とともに地

盤性状は回復すると考えられる 1)．液状化後の地盤挙動に

ついて，過剰間隙水圧に伴う体積収縮特性や沈下挙動に関

する室内実験に基づく研究 2)や，あるいは数値解析による

残留変形予測 3)等の研究が多く行われているが，いずれも

過剰間隙水圧の発生から消散までの過程を対象としてい

る．しかし，過剰間隙水圧消散後，しばらくしてから，密

実化やせん断剛性の回復が生じてくることが，幾つか報告

されている 4), 5)．この様に，液状化の地盤性状について，

長期的な変化を体系的にまとめた調査結果が少ないのが

現状である． 

以上の背景から，著者らは，2016 年熊本地震の被害地

において，液状化発生後の地盤の変化について，地震後か

ら継続調査を実施してきた．本報では，一連の継続調査結

果 6）に直近で実施したデータ（2022.12.12 実施）を加え，

長期的な地盤性状の回復傾向の考察を行い報告する． 

 

２．既往の地盤調査 

2.1 液状化後の地盤調査 

液状化被害の前後に地盤調査が実施されている事例や，

液状化後の地盤性状の変化を捉えた地盤調査結は幾つか

報告されている．例えば，1995 年兵庫県南部地震の際の

ポートアイランドにおける鉛直アレイ観測サイトの調査

結果 7) ，2000 年に発生した鳥取県西部地震では，竹内工

業団地で大規模なシルトの液状化が確認されたが，このサ

イトにおいて，スクリューウェイト貫入試験(SWS)による

調査が行われ，震災前と比較された実績がある 8)．その他

にも，2011 年東北地方太平洋沖地震における浦安市の宅

地地盤における SWS 試験の実施事例 9)，および 2007 年に

北海道石狩湾新港で実施された人工液状化実験における

各種サウンディング調査 1) 等が挙げられる．これらの特

徴としては，液状化発生から過剰間隙水圧の消散直後では，

地盤の剛性等が回復せずに，数ヶ月から 1 年程度かけて

徐々に地震前の状態に戻る傾向にあることが確認されて

いる． 

2.2 人工液状化実験の事例 

2.1 で述べた液状化後の地盤調査事例の中で，実際の地

震被害ではないが，それに準じた事例として，2007 年に
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Fig.1 液状化時における地盤挙動の概念図 
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北海道石狩湾新港において，制御発破による人工液状化実

験が行われた 1)．この現場実験では，制御発破により地盤

を強制的に液状化させ，発破前，発破 1 時間後から 2 年後

にかけて，追跡調査が実施されている．  

Fig.2(a)に示すN値の特徴は，発破から 10日後にかけて，

Fs 層で 1～7，As 層で 7～13 の N 値の増加が認められる．

次に，Fig.2(b)と(c)のサウンディング調査結果を見ると，

ミニラムサウンディング(MRS)の結果は，発破 1 時間後に

G.L.-9.0m を除く G.L.-3.0～-10. 0m の N 値は，As1 層にお

いて 0～2，Fs 層において-1～0 の増加を示している．一方，

MRS と SWS 試験結果は，発破の実施から発破 1 時間後

では顕著な液状化が続き N 値が若干減少する傾向を示し

ている．過剰間隙水圧が完全に消散した発破 1 日後以降で

は，両調査結果の N 値は回復傾向が見られている． 

 

3． 2016年熊本地震後継続調査 

熊本地震では，2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分に発生し

た前震（Mw=6.2），4月 16日 1時 25分に発生した本震（Mw 

=7.0）により，熊本市南区や益城町における氾濫平野，旧

河道および自然堤防で液状化被害が多発した 10)．著者は，

Fig.3 に示す調査対象である熊本市南区内の公園内の

No.1地点において，地震後の継続調査を実施している 6)． 

3.1  地盤調査方法 

2016年熊本地震後の継続調査では, Fig.4に示す軽量簡

易動的コーン貫入試験11)（以下，PANDAと称す）が行わ

れた．PANDAから得られるコーン先端抵抗qdは，ハンマ

ーによる打撃でロッドとその先端に接続したコーンを地

盤に打ち込み，そのときの1打撃毎に得られることから，

空間分解能の高いデータとなる．PANDAから得られるコ

ーン先端抵抗qdは、ハンマーによる打撃でロッドとその先

端に接続したコーンを地盤に打ち込み、そのときの1打撃

毎に得ることが出来る．また、qdは一打撃ごとの打撃エネ

ルギーとその伝達効率および貫入量の関係から、式（１）

により求められる． 

       
(a) N 値             (b) スクリューポイント貫入試験     (c) ミニラムサウンディング試験 

Fig.2 異なる調査手法間における結果の比較 1) 
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(a) 貫入機構（参考文献 11）を修正加筆） 

 

 
（b）試験時の様子 

Fig.4 軽量簡易動的コーン貫入試験 

 

Fig.3 熊本市南区内における調査位置図 
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ここに，Aはコーン断面積(cm2)，Mはハンマーの質量(kg)，

Pはアンビルの質量(kg)，Vは衝撃速度(cm/s)，xは1打撃あ

たりの貫入長さ(cm)であり，打撃エネルギー（MV 2/2）は，

アンビル内部のひずみゲージ式のセンサーにより求めら

れる．本調査法の利点として，狭い場所，一人で試験が可

能，打撃力が任意であり試験に時間をそれほど要さない，

また，試験後直ちにデータのチェックが可能な点が挙げら

れる．試験の実施にあたり，1打撃あたりの貫入量が数cm

となるように力加減を調節して試験を行った． 

また，当サイトにおける過去の検討から，換算 N 値は，

qdの 0.6 倍と設定しており 12)，この換算 N 値を用いて液

状化判定を実施した． 

一連の調査結果を Fig.5 に示す．過去に実施した 5 回の

調査と 2022.12.12 実施に実施た今回の調査結果を比較す

ると，qdの深度分布の傾向に変わりは殆ど無いが，今回実

施した調査結果は，qdがやや低い傾向にあることがわかる． 

 

4． 液状化後地盤性状の変化に関する考察 

既往の調査結果に今回の結果を加え，換算 N 値による

液状化判定を行い，液状化層全体の液状化ポテンシャルの

評価と液状化後の比較による地盤性状の回復について考

察した． 

液状化判定にあたり地表面加速度が必要である．地震当

時に気象庁により観測された地震計の加速度 13)は，Table 1

に示す通りで，NS，EW，UD 三成分の合成で 700 Gal 以

上の非常に大きな加速度も示されているが，調査サイトに

おけるピンポイントの値ではないため，地表面加速度は過

去の検討 14)に基づき地震動をレベル 2 タイプⅡと仮定し，

道路橋示方書 15)の方法で液状化判定を実施した．したが

って，本検討は，液状化判定は地盤性状の変化を解釈する

ためのものであり，ここでの液状化判定結果と実際の熊本

地震における実現象の整合については議論しないものと

する． 

4.1  液状化判定 

液状化層と想定した G.L.-1.0～-5.0m を対象に，換算 N

値と液状化判定結果を Fig.6 に示す．Fig.5 で見られた qd

の深度分布の傾向は、液状化判定結果で見るとより顕著で

あり，2017 年 1 月 21 日に実施した地震後 282 日の判定に

おいて，液状化地盤が地震前の状態に回復しつつあり，そ

の後，地震前に比べ FLが大きくなっている様子がわかる．

また，今回 2022.12.11 に実施した 2433 日後の調査結果で

は，地盤の液状化抵抗が再び減じる傾向にあることが示さ

れている． 

4.2  液状化指数による評価 

液状化判定結果を踏まえ，地盤の液状化の発生程度を表

す指標として，次に示す式（２）～（５）で定義する液状

化指数PLが良く使われている． 


20

0
dz)Z(WFPL ・    （２） 

LFF 1 （FL≦1.0）   （３） 

0F （FL＞1.0）       （４） 
 

W(Z)＝10-0.5Z          （５） 
 

 式（５）の W(Z)は深さに応じた液状化の発生程度に関

する重み係数であり，既往の地震における液状化現象から

Z≧20m では W(Z)＝0 を条件としている．式（３）と（４）

は，深度20mまでの全層に跨りFL＝1.0を示している場合，

 
Fig.5 熊本市南区内における地盤調査結果 

 
Fig.6 液状化判定結果 

 

Table 1 2016 年熊本地震の地表面加速度 
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PLは最大値の 100 となり，全層において FL＞0 のとき PL

は 0 を示す．なお，PLによる液状化判定として， 0～5 で

「低い」，5～15 で「高い」，また，15 以上で「極めて高い」

と評価される．なお，PANDA では G.L.-20m までデータが

ないことから，計算上，調査対象よりも深部にある地層は

液状化しないと仮定している． 

熊本地震後の PL値の変化を Fig.7 に示し，更に，2.2 節

で示した人工液状化実験のデータも併記した．熊本地震で

は，地震前の PL が 17.6 に対し，地震から 21，103，282

および 421 日後でそれぞれ，26.7，18.4，12.3，16.6 を示

している．特に地震後から 1 ヶ月にかけて，発破実験より

も液状化の可能性が高くなり，地震から約 1 年後には，地

震前の PL に徐々に戻っていることがわかる．今回得られ

た PLに関しては 19.8 であり，地震前に対し更に増加傾向

を示しているが，この傾向については，有意な差とは言い

切れず，今後も継続した調査によって要因を検討する必要

がある． 

埋立て地で実施された人工液状化実験では，発破後約一

か月で元の地盤の状態に戻り，更に密実化していく様子が

認められる．この傾向は，熊本地震の傾向と異なるが，人

工液状化実験は埋立て直後の地盤において，一方，熊本地

震は自然堆積地盤で調査されており，これらの堆積年代等

の条件の違いによっても地盤性状の変化傾向が異なるも

のと推察される． 

 

5． まとめ 

一連の熊本地震後の地盤調査を通じ，全体的な傾向と

しては，液状化時の過剰間隙水圧の消散過程であっても地

盤性状の回復は同期しないことがわかっている．また，地

震後，遅れて回復しつつ液状化前の状態よりも液状化の可

能性が低くなる傾向を示しているが，今回の調査結果から，

地震前の地盤よりも，再度，液状化指数が高い地盤性状に

転じていることから，この要因を継続的に調査していくこ

とが必要であると考える． 
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